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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、知識交流における海外現地校の機能について調査することである。
文献調査、ヒアリング調査を通じて、海外現地校を設置する大学、派遣及びホスト国の国際教育政策、海外現地
校で学ぶ学生の視点からみた知識交流の現状と課題について考察した。また、その効果に関する実証研究をより
一層蓄積して、教育現場である大学や政策立案者に研究成果を提唱していく必要性を踏まえて、その一助となる
べく、国際学術論文や国際学会での発表、共著書籍などを通じて研究発信を国内外におこなった。

研究成果の概要（英文）：This study explored the impact of knowledge exchange on international 
education cooperation. Through literature review and interviews to university educators and 
policymakers, this study investigated the rationales, programs and goals of establishing 
international branch campuses to promote knowledge exchange. In addition, the interviews to 
university educators includes to deepen understanding of student development on study at 
international branch campuses. The results of this study were published in both international and 
domestic academic journals, book chapters and presentations at academic conferences.

研究分野： 教育社会学

キーワード： 国際教育　国境を越える教育　大学の国際化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今日の社会は知識基盤社会と呼ばれ、知を巡る国際競争は様々な学問分野で研究が進められてきた。その一方
で、教育における協力・協働に焦点をおいた知を巡る国際交流に関する実証研究は相対的に多くない現状を踏ま
え、高等教育交流の中でも近年急激な拡大がみられている高等教育機関・プログラムの国際移動の効果を分析す
ることに着目した。ユネスコ統計局によると、世界の留学生数は1997年の約195万人から2017年には約500万人に
まで増加しており、高等教育交流の効果を分析する社会的・学術的意義は高いと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

今日の社会は知識基盤社会と呼ばれ、知の創出・発信が、国家の国際競争力を高める重要な要

素となっている。こうした知の国際競争は、国際政治学や国際社会学など様々な学問分野で研究

が進められてきた。その一方で、国際社会では知を巡る国家間の協働・交流（知の交流）も進め

られており、その中心的な存在として高等教育交流が注目されている。 

高等教育交流は、自国の学生・研究者を海外の教育機関に派遣して優れた教育・研究環境を提

供する一方で、優秀な外国人学生・研究者を自国の高等教育機関に獲得するなど、国内外で知の

創出を担う人材の育成・獲得に貢献してきた。また、こうした取り組みが、自国文化の海外への

伝播や自国に親近感を持つ外国人を増やすことにもつながり、高等教育交流は自国と相手国と

の知の交流を進める有効な手段であると認識されるようになった。こうした中、海外を中心に高

等教育交流による知をベースとする外交的機能への期待が高まってきた。その例として、自国の

高等教育機関を外国に進出させることで、外国の学生の留学にかかる財政的・物理的負担を軽減

し、より幅広く優れた人材の獲得を目指す「外国分校」があげられる。 

外国分校は、例えばイギリスの大学がマレーシアに学位課程を有する分校を設置するケースが

該当する。世界における外国分校の設置数は、2002 年に 24 校、2006 年に 82 校、2016 年に 237

校と増加している。こうした急激な増加とともに、外国分校は国境を越える教育の概念における

「高等教育機関・プログラムの国際移動」の 1つの形態として位置づけられており、国境を越え

る教育における新たな潮流として注目されている。従来、外国分校は高等教育機関にとって財政

収入を増やす経営戦略の一環であるとの認識もあったが、近年では知の交流を通じた外交的機

能を担う存在としてその役割が注目されている。しかし、国内では高等教育交流における知の交

流の効果明らかにした研究成果は管見の限りまだ出ていないなかった。また、海外での研究も実

証的に明らかにする研究は非常に少ないのが現状であった。 

ユネスコ統計局によると、世界の留学生数は 1997 年の約 195 万人から 2017 年には約 500万人

にまで増加しており、教育全体における高等教育交流の効果を分析する社会的・学術的意義は高

い。特に、学生が人的交流・知識交流を通じて得られる効果が明らかにされることで、高等教育

機関における良い教育プログラムの開発に向けて学生の学習効果の向上に寄与する。そのうち、

外国分校を設置する大学が置かれている国と受け入れているホスト国間において学生や研究者、

その他教育関係者による交流促進がおこなわれていることが示されれば、長期的に見て国家間

関係の発展の一助になるという本研究の着想に至った。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、高等教育における知の交流に焦点を当て、高等教育機関の１つである外国分

校の知の交流における機能について調査することである。高等教育における知を巡る国際交流

に関する実証研究は相対的に多くない現状を踏まえ、近年急激な拡大がみられている高等教育

機関・プログラムの国際移動に着目した。ただし、本研究を進めていく中で、外国分校には研究

者や研究機関によって様々な定義があることが判明したことから、本研究ではより広い枠組み

である海外大学の現地校（以下、海外現地校）を研究対象とすることにした。具体的には、外国

に現地校を設置しているアメリカ、イギリス、オーストラリア、カナダの大学計 5大学及び国際

教育政策の立案を担う機関への調査をおこない、その目的や教育プログラム、そこで学ぶ学生の

動向への理解を深めることで、海外現地校をどのように位置づけているのかを明らかにするこ

とを目指した。 

 



３．研究の方法 

研究方法としては、文献調査、ヒアリング調査が挙げられる。文献調査においては、主に次の

3点について先行研究レビューをおこなった。第一に、知識外交そのものに関する先行研究は少

ないため、その周辺領域であるソフトパワー論、異文化理解論、国際教育論について、高等教育

交流の視点から考察することで、知の交流の外交的機能について理解を深めた。第二に、海外現

地校を含む高等教育機関・プログラムの国際移動に関する最新動向と概念に関する文献を通じ

て、従来の学生の留学に代表される人の国際移動との差異について理解を深めた。第三に、海外

現地校を設置する大学、国及び海外現地校のホスト国の高等教育交流に関する政策を考察する

ことで、政策上の海外現地校の位置づけについて理解を深めた。 

次にヒアリング調査については、本研究で対象とした海外現地校を設置する大学、国際教育政

策の立案を担う機関を対象とした。具体的には、前者については海外現地校を設置する目的、教

育プログラムの展開、そこで学ぶ学生の入学動機及びキャリアビジョン、後者については国家と

しての海外現地校へのサポートの有無、自国の国際教育政策における海外現地校の位置づけに

ついてについてヒアリングをおこなった。さらに、伝統的に留学生の受け入れを積極的に展開し

ている上記 4カ国に加えて、より広く高等教育交流を理解するため、より双方向の人材育成・交

流に焦点を当てた政策を展開している北欧諸国の政策についてもヒアリングをおこなった。な

お、ヒアリングは、研究代表者が現地を訪問しておこなったもの、海外での学会や国際会議を通

じておこなったもの、調査対象者が来日した際に国内で実施したものがある。 

 

４．研究成果 

本研究を通じて明らかとなった点の概略は以下の通りである。第一に、海外現地校の設置大学

がある国における国際教育政策の立案者の視点として、従来の国際教育政策の中心は外国人留

学生の受け入れ政策であったが、近年ではそれに加えて自国民の留学派遣にも重点を置いてい

る。その理由として、留学生の受け入れ数と比べて留学生の送り出し数は相対的に少ないことが

上記 4カ国に共通した課題であることが挙げられる。この留学生の受け入れ、送り出しという観

点から、海外現地校は主に外国人留学生の受け入れ促進に一定の期待感があることが示された。

特に、多くの学生にとっては、設置大学がある国に留学する場合と比べて、海外現地校で学ぶこ

とはより留学費用が安くできることから、これまで留学することが適わなかった学生に対して

も留学の門戸を開くことにつながり、社会的意義が大きいという意見があった。また、海外現地

校がある国の学生に対しては、留学という形態をとらなくても、その大学の教育プログラムを提

供できるという意義についても示された。その一方で、留学生送り出しの促進には直接的な関連

性がないとの意見が多かった。つまり、海外現地校は主に外国人留学生と現地の学生を対象とし

ており、交流の促進という観点から双方向型というよりも一方方向型の交流の色合いが濃いこ

とが垣間見られた。ただし、海外現地校の教員の中には設置大学所属の教員も一部いる場合もあ

ることから、教員と学生という関係からは双方向の交流も一部行われているともいえなくもな

い。さらに、海外現地校を設置する上で、当該国の教育制度や文化に対する調査がおこなわれて

おり、そうした活動からは設置大学側が設置国に対する理解を深めているといえる。また、別の

観点として、国家が高等教育交流を重視する理由として、自国の国際的な教育プレゼンスの強化

とパートナー国との関係性強化が指摘された。その意味で、外国分校の設置は世界的には急激な

拡大がみられており注目すべき国際教育の新たな潮流である。自国とホスト国との交流促進と

いう点からは、海外現地校で学生が学ぶことにより、自国に対する親近感を持つ学生が増えるこ

とで、将来的に自国との経済的・文化的なつながりを担う人材育成が促進されることへの期待が



示された。調査した国の中には、将来に向けて関係性を強化するべきだと考えている国との交流

促進に向けた 1 つ手段として高等教育交流を位置づけており、当該国との交流を政策的に展開

している国もあった。 

第二に、海外現地校を設置する大学の視点として、海外現地校を展開する目的は、大学運営上

の多様性の促進、国際的な大学としてのプレゼンスの向上、教育活動の国際化の 3点が主な点と

して挙げられた。自国とホスト国との交流促進については、教育・研究者交流を通じて現地の高

等教育ネットワークを深化できる点、学生が将来的に自国との経済的・文化的なつながりを担う

ことで両国の関係促進に貢献できる点が挙げられた。ただし、これを意図的に促すような仕組み

として、例えばカリキュラムの中に両国に関する理解を深めることに特化した教育プログラム

を導入することは調査対象とした大学には見られなかった。ただし、異文化理解といった概念的

な科目を置いている場合は見られた。 

第三に、海外現地校で学ぶ学生の視点として、海外現地校が認識している学生の入学動機とし

て挙げられた点は、自国の大学にはないスタイルの教育を学べる点、将来的に国際的なキャリア

を歩みたいことから教育プログラムや学生の多様性が魅力であった点が挙げられた。海外現地

校の設置大学がある国に対する意識としては、将来的にその国に関わるキャリアを目指すこと

もある一方で、その国の現地法人でのキャリアを目指す場合もあるとのことだった。ただし、そ

れらはあくまでキャリア形成のためであり、その国の海外現地校で学ぶこと自体は、結果的にそ

の国との間接的につながりを深めている様子が伺えた。 

 以上から、海外現地校の当事者を通じた設置大学のある国とホスト国における親近感の向上

（goodwill, favor, intimacy, positive feeling, good feelingなど表現は異なる）という面

での効果は、現時点ではそれ自体が目的とされているわけではなく、そこに関わる当事者が結果

的に持つことになるという副次的な機能が中心であると考えられる。具体的には、海外現地校の

設置準備から教育プログラムの提供、学生の海外現地校での学びなどのあらゆる面を通じて、知

識の交流という点では学生、研究者を通じて一定程度見られる一方で、親近感の涵養という面に

ついては結果的にもたらされるものであるとの理解が主流で、その涵養に向けた意図的な取り

組みはそれほど見られなかった。ただし、こうした親近感の涵養に対する高等教育交流の効果に

関する実証データが少ないことが、この取組みが注目されていない一要因でもあり、より一層の

実証研究を蓄積して、その効果を高等教育交流の現場である大学や政策立案者に提唱していく

ことが必要であることが示唆された。本研究ではその一助となるべく、より交流を深めるための

高等教育交流のあり方について、当初計画で対象とした 4 カ国以外で積極的な展開をおこなっ

ている北欧の事例についても追加調査した。その結果、主に以下 5点の研究発信をおこなった。 

第一に、政策立案者が高等教育交流に関する政策を展開する目的と過程のメカニズムについて

考察した（花田, 2016）。国家の文化的文脈（local context）が反映されやすい公教育と異なり、

国際教育はグローバル化の影響を受けやすいことから、その目標や施策の内容が競争相手であ

る他国と類似する傾向になる。この点について教育借用理論を用いて、本研究で対象としたカナ

ダを基軸にイギリス、オーストラリアを比較対象に論じている。 

第二に、国際交流教育のうち相手国への親近感を涵養する上で必要不可欠な資質の１つである

異文化理解力に着目し、高等教育交流の代表的なプログラムである海外留学による異文化理解

力への効果を実証した（Hanada, 2019）。この研究は、高等教育交流が異文化理解力の涵養への

効果があることをより客観的なデータを通じて示すことを目指して統計的手法を用いた点に特

徴がある。また、高等教育交流のパートナー国への親近感への効果に特化した論文を共同執筆し、

現在投稿中である。 



第三に、4 カ国とは異なる教育交流をおこなっているノルウェー、スウェーデンを調査し、ノ

ルウェーとパートナー国であるエチオピアとの高等教育交流について考察した。 

第四に、調査した外国分校を学生が選択した理由の１つである英語での教育（English medium 

instruction）と母語教育の効果の違いに焦点を当て、両者での学習効果の違いについて学会発

表をおこなった（Hanada, 2019b）。2020 年度より研究分担者として従事する科研プロジェクト

で引き続き研究を進めていく。 

第五に、外国分校を含む高等教育機関や教育プログラムの国際移動にメカニズムに関する論文

を共同執筆し、現在学術誌へ投稿中である。 
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